市民会議のこれまでの活動と今後　　　　　　06/10/21
【　鎌倉市自治基本条例策定市民会議とは　】
（１）　なぜ今自治基本条例か

　　　ア　地方分権改革が進んでいる。特に２０００年の分権一括法の施行によりこれまで上下関係であった国と地方自治体との関係が対等平等の関係になった。
　　　　　この結果、これまで国が主導してきた行政サービスのかなりの部分が、地方自治体の裁量にゆだねられることになった。

　　　　　そこで、地方自治体として市政運営の仕組み、とりわけ市長（行政）、議会、市民、それぞれの役割・責務を明確にすると共に、その関係をしっかり構築し、自治を行う仕組みをはっきりさせるために、自治基本条例の策定が必要とされてきた。

　　　イ　全国でも各自治体で自治基本条例（自治体によっては、まちづくり条例と命名しているところもある。）の策定が進んでいる。神奈川県内では川崎市、大和市，愛川町、平塚市ですでに策定されており、他の都市でも現在策定作業が進んでいる。

　　　ウ　鎌倉市では、市の基本構想を考えるために「明日のかまくらを創る市民１００人会議」が結成されたが、その報告書の中でも、鎌倉市として自治基本条例を市民参加で策定するよう提案された。

　　　　　昨年発表された鎌倉市の基本構想に、自治基本条例の策定が挙げられている。

（２）　市民会議が発足する経過

　　　ア　「市民１００人会議」の報告後、市民の有志でフォーラムを企画、市との協働によって、昨年１０月８日に「市民自治を考える市民フォーラム」を開催、帝塚山大学法政策学部の中川幾郎教授の講演と、すでに基本条例を策定している大和市の大和市自治基本条例をつくる会会長の太田善夫氏、平塚市で策定作業を市職員としてかかわっている平塚市企画部まちづくり政策室室長代理の二見博幸氏からの報告を受けた。

　　　イ　このフォーラム開催をきっかけとして、市から今後鎌倉市としても自治基本条例を策定するための市民会議を作りたいので、参加登録をしていただける市民を募りたいとの要請があった。

　　　ウ　鎌倉市では先の要請と共に、市民による策定作業に参加を希望する市民を、市広報（第3次鎌倉市総合計画臨時号）を通じて募集したところ、今年1月15日の締め切り時点で、１０７名の応募があった。

　　　　　その後、本年9月15日締め切りで、会員の第2次募集をしたところ、20名の応募者があり、その方々を加えて現在活動中である。
　　　
（３）　市民会議正式発足までの経過

　　　ア　今年１月１７日、参加登録に応じた市民の最初の会が開かれ、市から、応募した市民の手によって素案策定作業を行ってほしいとの要請があり、そこで今後の会議のあり方や運営について考えるために、自薦・他薦で選出された１３人の市民委員で、準備世話人会を作った。

イ　準備世話人会は、特に役員などはおかず、座長は持ちまわりとして、ほぼ週1回のペースで開催して、今後の策定作業を進めるための準備について話し合いをし、そこでまとまったものを全体会にかけて承認を得るという方法で、本格的議論をするための準備をしてきた。
　　　ウ　会員全体の会議は月１回のペースで行ってきた。市民会議会員が自治基本条例とは何かということを共通の認識にするため、まず学習が必要であるという認識のもとで、２月21日に、市の総合計画のコンサルタントを勤めた三菱総研の奥村隆一氏の講演を行った。

　　　エ　こうして準備を進めるなかで市民会議会則案を準備し、５月１６日の全体会でこの会則案が承認され、正式に「鎌倉市自治基本条例策定市民会議」が発足するとともに、出席会員のグループに分かれての討議を行ってきた。

　　　　また、正式発足と同時に、準備世話人会は解散した。
（４）　市民会議の活動
　　　ア　市民会議として条例策定には様々な作業を伴うことから、会全体の運営を円滑に進めるために、運営委員会を作ることにした。
運営に携わる委員を自薦・他薦で募り、全体会で承認を得たうえで、25名の委員による運営委員会を発足させた。

　　　イ　運営委員会の中に、当面必要なことを検討する主な作業分野別にグループを作り、そのグループが市民会議の運営に関する素案を作り、運営委員会として市民会議に提示・提案をすることによって、市民会議の作業を推し進めていくための諸調整を行ってきた。

　　　ウ　策定作業の進め方については第１期を課題抽出のための討議を行うことと位置づけ、７月から月１回ないし２回の全体会開催時に会員を班別に組織し、そこでテーマごとの班討議を行うことにしている。

現在まで、すでに４回の班討議が行われている。
　　　エ　策定作業のサポートの一助となる広報に注力し、9月にはインターネット上に市民会議のホームページを開設するとともに、市のホームぺージにこれをリンクさせて、市民会議がどのように行われているか、市民に判りやすく、使いやすいように工夫した。
　　　オ　自治基本条例とは何なのか、市民や市行政と共通理解を持つために、学識者による公開講演会を８月３１日に開催した。講師は中央大学の礒崎初仁教授にお願いした。この講演会は約１１０名の参加を得て開催された。

　　　カ　自治基本条例は市民会議が策定作業をするが、そこに集まった市民だけではなく多くの市民の声が反映されるようにするためには、ＰＩ（パブリックインボルブメント）活動を、積極的に行う必要があるということで、１０月２１日のフォーラムもその一環である。

（５）　行政や議会の取り組み

　　　ア　市では職員による自治基本条例策定のためのプロジェクトを立ち上げた。今後どういう議論になっていくのか把握はしていないが、ゆくゆくは市民会議との意見交換の場が出てくると考えられる。

　　　イ　市議会では自治基本条例策定市民会議が活動を始めたこともあり、６月定例会で議会内に「自治基本問題調査特別委員会」を設置した。これまで４回の委員会が開かれているようだが、今後市民会議との意見交換がなされることが期待される。

（６）　市民会議の今後の活動

　　　ア　市民会議としては、引き続き第1期作業として、全員が参加する策定作業部会を全体会と同時に開催し、２月頃までの予定でテーマごとに課題抽出の議論をしていく。
　　　イ　その後明年春ころからは、条例案に盛りこむ具体的な課題についての議論を深める第2期作業へと進展させ、その議論を踏まえて明年度中には条例素案を策定する予定である。

　　　ウ　策定作業と同時併行して、出来るだけ多くの市民と、自治基本条例について意見を交わすＰＩ活動が行われる。

　　　エ　市行政や市議会とも意見交換を行うことが予定されている。
（７）　鎌倉市の自治基本条例策定の特徴

　　　ア　市民会議の活動について報告して来たが、鎌倉市での策定作業の特徴は、８月３１日の学習会の冒頭あいさつでも市長が述べられたように、市民による素案策定が期待されていると同時に、市はその素案を尊重して条例を作るということである。
　　　イ　市民会議は市民が自主的に運営し、行政は場所の提供など事務的なことに専念し、意見等についてはすべて市民の議論にゆだねるという、まさに市民の手作りの条例素案づくりが進んでいるということでもある。

　　　　　このことは他の自治体では見られない特徴となっている。他の自治体の策定作業では行政が課題設定をしたり、公募市民の他に職能団体、地域団体等から委員を入れたり、専門家を委員に入れた委員会を作ったりして作業しているところがほとんどであるが、鎌倉はまさに市民がすべて自主的、自治的に作業しているという点で、全国的に見ても稀有な事例であり、注目されている。

（８）　１０月２１日のフォーラムの意義

　　　ア　鎌倉市の自治基本条例を策定するために、夢中になって活動をしている市民会議のことを、市民のみなさまに広く知っていただくことが、まず第一の目的でありました。

　　　イ　このフォーラム開催のために、市民会議の会員が、自分たちの手でチラシを作り、自分たちの手で地域に配布したり、友人・知人に渡したり、駅頭配布をするなど、自らの熱意で市民のみなさまにアピールしているということを、知っていただきたいと思っています。

　　　ウ　市民会議活動のなかのＰＩ活動の一貫でもあるので、パネリストは商工業者、自治町内会関係者、市民活動団体関係者、議会、市と、今後議論をしていく上で深いつながりを持つ必要があると思われる各方面の方々にお願いしています。

　　　エ　このフォーラムを契機として、参加していただいた多くの市民のみなさまのご理解をいただいて、市民中心の自治基本条例の策定に向けての議論が、大いに高まることを期待している。
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